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第三者割当増資の結果に関するお知らせ 

 

 

2016年６月10日及び2016年６月28日開催の当社取締役会において決議いたしました当社

普通株式5,250,000株の第三者割当増資（①野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式

1,950,000株の第三者割当増資（以下「国内第三者割当増資」という。）及び②Morgan Stanley 

& Co. LLCを割当先とする当社普通株式3,300,000株の第三者割当増資（以下「海外第三者

割当増資」という。））による募集株式の発行につきまして、①国内第三者割当増資の割

当先である野村證券株式会社より当社普通株式1,950,000株の割当に応じる旨の通知があ

り、かつ②海外第三者割当増資の割当先であるMorgan Stanley & Co. LLCより当社普通株

式3,300,000株の割当に応じる旨の通知がありましたので、お知らせ申し上げます。 

当社普通株式の東京証券取引所市場第一部への上場及び米国預託株式（ADS）のニューヨ

ーク証券取引所への上場に伴う国内市場における募集による新株式発行及び海外市場にお

ける募集による新株式発行に関連して、①野村證券株式会社を売出人とする、当社普通株

式1,950,000株の売出し（以下「オーバーアロットメントによる国内売出し」という。）及

び②Morgan Stanley & Co. LLCを売出人とする、当社普通株式3,300,000株の売出し（以下

「オーバーアロットメントによる海外売出し」という。）が行われました。 

①国内第三者割当増資は、オーバーアロットメントによる国内売出しに関連して、当社

株主であるNAVER Corporationより借入れた当社普通株式の返却を目的として、野村證券株

式会社に対し行われるものであり、②海外第三者割当増資は、オーバーアロットメントに

よる海外売出しに関連して、当社株主であるNAVER Corporationより野村證券株式会社及び

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社を経由して借入れた当社普通株式の返却を目

的として、Morgan Stanley & Co. LLCに対し行われるものです。 

 

 

記 

 

１．募集株式の発行概要 

 

(１) 発行株式数 当社普通株式 5,250,000株 

(２) 払込金額 １株につき 金  2,295円 

(３) 払込金額の総額  12,048,750,000円 

(４) 割当価格 １株につき 金  3,151.50円 

(５) 割当価格の総額  16,545,375,000円 



 

 

 

(６) 増加する資本金及び資本 増加する資本金１株につき 金  1,575.75円 

   準備金に関する事項 増加する資本準備金１株につき 金  1,575.75円 

(７) 割当先及び割当株式数 ①野村證券株式会社 

（国内第三者割当増資） 

1,950,000株 

 ②Morgan Stanley & Co. LLC 

（海外第三者割当増資） 

3,300,000株 

(８) 申込株数単位  100株 

(９) 申込期日 2016年８月15日（月曜日） 

(10) 払込期日 2016年８月16日（火曜日） 

（注）払込金額は会社法第199条第１項第２号所定の払込金額であり、割当価格は割当先よ

り払い込まれる金額（東京証券取引所市場第一部への上場に伴い発行した当社普通

株式の募集の引受価額と同額）です。 

 

２．本第三者割当増資による発行済株式総数及び資本金の推移 

 

現在の発行済株式総数 209,992,000株 

  （現在の資本金 67,747,447,697円） 

増資による増加株式数 5,250,000株 

  （増加資本金 8,272,687,500円） 

増資後発行済株式総数 215,242,000株 

  （増加後資本金 76,020,135,197円） 

 

３．手取金の使途 

 

今回の第三者割当増資による手取額16,545,375,000円につきましては、2016年７月11

日に公表した「有価証券届出書の訂正届出書」に記載の通り、LINEビジネス・ポータル

事業における成長戦略投資資金に充当する予定ですが、現時点においてその具体的な内

容や金額、充当時期について決定したものはございません。実際の充当時期までは、安

全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。 

 

以 上 

 


